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３．新たな「枠組み」「担い手」「圏域」づくり 
  ③  新たな「圏域」づくり 
          中山間地域等においては、「小さな拠点」の形成により、一体的な日常生活圏を構成している「集落生活圏」を維持することが重要となる。 
   この場合、人口減少や経済力の低下等により地域の生活サービスや介護サービスの存続が危ぶまれる地域においても、対症療法的な対策だ 
       けでなく、その地域の経済力を維持させるコミュニティビジネスの展開も並行して行い、自立的・持続的な地域づくりに取り組む必要がある。 

Ⅱ．地方創生の基本方針－地方創生の深化 

 
 ３．まち・ひと・しごとの創生と地域の好循環を支える地域の活性化 

［２］地域の活性化 
 （１）地域活性化 
    過疎地域や、離島・奄美等、半島を含む条件不利地域においては、近隣地域との調和ある発展や交流・連携にも留意しつつ、集落生活圏におけ

る基幹集落への各種機能・サービスの確保・集約や周辺集落との交通ネットワークの確保等による「小さな拠点」の形成を推進し、必要な交通基盤の
維持 を含む日常生活機能の確保や地域産業の振興により定住環境を整備して、地域の資源や創意工夫を活かした集落の維持・活性化を図る。 

第２章 経済の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題 

経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）（平成27年6月30日閣議決定） 

まち・ひと・しごと創生基本方針2015（抄）(平成27年6月30日閣議決定) 

 
 

Ⅲ．地方創生の深化に向けた政策の推進 

４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 
 （２）「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持） 
        「小さな拠点」の形成に向けた取組を行う場合、土地利用や施設配置に係る取組にとどまらず、集落生活圏において必要な生活サービスの提 
     供、収入を得るための事業が将来にわたって継続できるようにすることが重要である。 
  ③  地域で暮らしていける生活サービスの維持・確保 
          日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落との間を交通ネットワークで結ぶとともに、地域住民のニーズに対応した、地域の 
       運営組織等が提供する生活サービスの多機能化、生活サービスを維持していくための物流システムの構築等を推進することが重要である。 
  ⑤  中山間地域等における施策の位置付け 
          中山間地域等においては、その多面的機能の発揮を促進する施策と併せ、自立的発展を促進する必要がある。 
    【具体的取組】 
      ◎各省施策の連携等による取組の推進 
       ・関係府省庁が連携し、先発事例の紹介、改正地域再生法に基づく「小さな拠点」の形成に係る土地利用計画等への特例措置、モデル事業

などの各府省庁の事業等を実施し、全国的な横展開を推進する。  1 



「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」の全体像 ～ローカル・アベノミクスの実現に向けて～ 

Ⅰ．地方創生をめぐる現状認識 
①我が国の人口減少の現状 
  ・人口減少は歯止めがかかっていない。平成26年の合計特殊出生率は1.42に低下、年間出生数は過去最低（約100万人）。 
②東京一極集中の傾向 
  ・平成26年には東京圏へ11万人の転入超過（前年比約1万3千人増）。若年層（特に若年女性）が流入。 
③地域経済の現状 
  ・地域経済は、有効求人倍率や賃金、就業数など雇用面で改善。一方、消費の回復が大都市圏に比べ遅れ。人手不足も顕在化 

内閣府資料を
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Ⅱ．地方創生の基本方針 
―地方創生の深化 

１．国と地方の総合戦略策定から事
業推進の段階へ 

 ２．「地方創生の深化」によりローカ
ル・アベノミクスの実現を目指す 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３．新たな「枠組み」づくり・ 

「担い手」づくり・「圏域」づくり 

①「稼ぐ力」を引き出す（生産性
の高い、活力に溢れた地域経
済の構築） 

 ②「地域の総合力」を引き出す
（「頑張る地域」へのインセン
ティブ改革） 

 ③「民の知見」を引き出す（民間
の創意工夫・国家戦略特区の
最大活用） 

Ⅲ．地方創生の深化に向けた政策の推進 
１．地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 
２．地方への新しいひとの流れをつくる 
３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

 
○まちづくり・地域連携 

まちづくりにおける官民連携の推進、まちづくりにおける地域連携の推進、都市の
コンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成に当たっての政策間連携の推進、ひ
との流れと活気を生み出す地域空間の形成、空き家対策等既存住宅ストックの有効
活用、まちづくりプロフェッショナルの育成・確保 

○「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持） 
地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成、地域の課題解決のための持続的な
取組体制の確立、地域で暮らしていける生活サービスの維持・確保、地域における
仕事・収入の確保、中山間地域等における施策の位置付け 

○地域医療介護提供体制の整備等 
地域医療介護提供体制の整備、雇用労働環境の変化に対応したサービス構造の改革 

○東京圏の医療・介護問題・少子化問題への対応 
東京圏の医療・介護問題への対応、東京圏の少子化問題への対応 

Ⅳ．地方創生の深化に向けた多様な支援 
１．支援の基本方向 
２．支援の拡充 

○情報支援（地域経済分析ｼｽﾃﾑ（RESAS）によるﾜﾝｽﾄｯﾌﾟでの官民ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用支援、新たなﾃﾞｰﾀ分野の追加、国民への広報・普及） 
○人的支援（地方創生コンシェルジュ、地方創生人材支援制度、地方創生人材プラン（仮称）） 
○財政支援（「新型交付金」の創設、各種補助金、まち・ひと・しごと創生事業費） 

３．広報周知活動 2 



「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持） 

◎中山間地域等において、将来にわたり持続的に集落で暮らせるようにするため、地域住民
自らが主体的に地域の将来プランを策定。 

◎必要な生活サービス提供の事業や域外からの収入確保の事業を将来にわたって継続でき
るような「小さな拠点」の形成（集落生活圏を維持するためのサービス集約化と周辺集落と
の交通ネットワーク化）を図る。【地域再生法改正H27.6成立】 

 

○地域住民による集落生活圏の将来ビジョン（地域デ 

ザイン）の策定 

・ワークショップを通じて住民が主体的に参画・合意形成 

○地域住民が主体となった持続的な取組体制（地域 

運営組織）の形成 

・地域デザインに基づき、住民や地場企業が役割分担を 
明らかにしながら、事業に取組む体制を構築 

○ 日 常 生 活 に 必 要 な 機 

能・ サービスの集約･ 確 

保 、 周辺集落との交通  

ネットワークの確保 

○地域に合った多機能型 

のコミュニティビジネ

スの振興、地域経済の円 

滑な循環の促進 

意識の喚起 

体制の構築 

生活サービスの 
維持・確保 

地域における仕事・ 
収入の確保 

取組イメージ 

集落生活圏 

集落 集落 

集落 

集落 

道の駅 

小学校 

診療所 

スーパー 
跡地 

ガソリン 
スタンド 

旧役場庁舎 

郵便・ATM 

例：旧役場庁舎を
公民館等に活用 

例：撤退後のスーパーを
集落コンビニ等に活用 

例：小学校の空きスペースや
廃校舎を福祉施設等に活用 

例：付加価値の高い  
  農林水産物加工場 

例：集落の女性組織による
６次産業化商品の開発 例：道の駅に直売所等を併設 

例：コミュニティバス等により交通手段を確保 

例：地域資源を活かした作物
を栽培、道の駅で販売 

※出典：内閣府資料 3 



  持続可能な集落活性化のた

め、基幹集落中心に「集落

ネットワーク圏」（小さな拠点）

を形成。  

  中心市（人口５万人程度以上）

と近隣市町村が連携し、地方

圏における「定住の受け皿」

を形成。 

① 圏域全体の経済成長のけん引 

② 高次の都市機能の集積・強化 

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

連携協約の導入 

先行的なモデルを構築する事業を実施（約1.3億円） 

今後、圏域全体の経済のけん引役等の役割を着実に果たし

ていくため、国としてさらに積極的に支援。 

（平成27年度予算 2.0億円） 

  平成27年度から、モデルの検証を踏まえて、地方交付税措

置を実施。 

  全国的に進んでいる医療・

福祉、公共交通など生活基

盤の確保に向けた取組や、

ニーズが高まっている産業振

興、移住・交流など圏域の活

性化に向けた取組を支援。 

  地域産業の振興と日常生活

機能の確保の取組をハード・

ソフト両面から支援し、定住環

境を整備。 
  集落の組織力を高めるため、

地域おこし協力隊や集落支援

員などを拡充。 

意義 

役割 

実現手法 

連携中枢都市圏の形成 

「一定の圏域人口を有し活力ある 
社会経済を維持するための拠点」を築く 

目指す方向性 

具体的な支援 

「小さな拠点」の形成
により「集落生活圏」を
維持 

地方圏の人口流出を 
食い止める 
「ダム機能」の確保 

※宣言中心市数：116市 
※協定締結等圏域数：94圏域 

（H27.8.1現在） 

目指す方向性 

具体的な支援 

過疎集落等の維持･活性化 
定住自立圏構想の推進 

新たな「圏域」づくり 

※「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中で、 「地方中枢拠点都市圏」を含む複数の都市圏 
 概念が「連携中枢都市圏」に統一された。 

 

※ 平成27年度にこれまでの取組成果に 
 ついて検証を行い、その検証結果も踏まえ、 
 今後、取組に対する支援策を検討すること 
 としている。 
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集落生活圏の維持 広 域 圏 域 の 形 成 

※「集落生活圏」･･･自然的社会的諸条件から
みて一体的な日常生活圏を構成していると
認められる集落及びその周辺の農用地等を
含む一連の地域（地域再生法）。 

  地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において

市町村が連携して、「連携中枢都市圏」を形成。 
 ※具体的な都市（圏）は、本年度、地方公共団体の意向を踏まえた調査・検討を 
    行った上で確定。なお、従前の「地方中枢拠点都市（圏）」の要件に該当する 
    都市（圏）＊は対象とする 
        （＊全国で61市が該当（①地方圏の指定都市、新中核市（人口20万以上）、 
      ②昼夜間人口比率おおむね１以上） 



5 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略について」（平成26年12月27日閣議決定） 

出典： 
まち・ひと・しごと
創生本部HP 
『まち・ひと・しご
と創生「長期ビ
ジョン」と「総合戦
略」の全体像等』 



「まち・ひと・しごと創生総合戦略について」（平成26年12月27日閣議決定） 

出典： 
まち・ひと・しごと創生本部HP 
『まち・ひと・しごと創生「長期ビジョ
ン」と「総合戦略」の全体像等』 6 
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